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１ 中期財政計画改訂の目的 

狛江市中期財政計画（平成 27 年度ローリング版）は、財政計画策定後の状況の変化を反映

するため財政見通しの修正を行い、計画期間を延伸するとともに、計画期間最終年度の財政

指標目標値を設定するものです。 

なお、財政規律（基準）と基金の考え方（残高目標額等）は、基本的な事項であるため、

そのまま引き継ぎますが、事業債発行額の基準については、元金償還額の減少に伴い見直し

をしました。 

 

【参考】狛江市中期財政計画 

狛江市中期財政計画は、規律ある財政運営を行うために守るべき財政規律（基準）や財

政指標の目標値等を定め、財政の健全性を確保するとともに、今後の財政運営や予算編成

の目標・指針とするために平成 24年 11 月に策定したものです。 

 

 

２ 計画期間等 

（１）計画期間 

計画期間は、平成 28 年度から平成 30 年度までの３か年とします。また、策定後の状況の

変化を反映するため財政見通しについては次年度に修正を行い、計画期間を延伸するととも

に、その最終年度の財政指標目標値を設定するものとします（前計画で設定した平成 29 年度

以前の財政指標目標値は修正していません。）。 

なお、財政規律（基準）と基金の考え方（残高目標額等）については、基本的事項であり、

大きな状況の変化がない限り、そのまま引き継ぐものとします。 

 

（２）対象範囲 

基本的には一般会計を対象としますが、負債額など一部においては特別会計や一部事務組

合等も含めるものとします。 

 

（３）進捗管理・公表 

財政計画については予算編成において目標・指針とするだけでなく、その結果については、

各年度、決算に基づき公表するなど進捗管理を行います。目標を達成できなかった場合には、

その原因もあわせて公表することで、計画の実行性を担保するものです。 
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３ 財政規律（基準）と平成 26 年度の結果 

規律ある財政運営を行うため、３つの財政規律（基準）を設定し、財政運営に取り組んで

います。平成 26年度の取組の結果は、次のとおりであり、設定した３つの財政規律（基準）

に基づいた財政運営を行っています。 

 

（１）決算剰余金の 1/2 以上を積み立て 

地方財政法（昭和 23年法律第 109 号）第７条において「地方公共団体は、各会計年度に

おいて歳入歳出の決算上剰余金を生じた場合においては、当該剰余金のうち二分の一を下

らない金額は、これを剰余金を生じた翌翌年度までに、積み立て、又は償還期限を繰り上

げて行なう地方債の償還の財源に充てなければならない。」と規定されています。 

狛江市においては、一般会計決算の実質収支額の 1/2 以上を翌年度までに基金に積み立

てるように努めます。 

 

【平成 26 年度の取組状況】 

平成 25 年度の歳入歳出差引額は 10 億 3,160 万４千円で、この額から翌年度へ繰り越す

べき財源を控除した 10 億 2,550 万１千円が実質収支額となります。平成 26 年度は財政調

整基金に８億 6,630 万６千円を積み立てるなど、実質収支額（決算剰余金）の 1/2 以上の

積み立てを行っています。 

 

   

（単位：千円）

前年度実質収支×1/2

歳入総額（Ａ） 25,696,549

歳出総額（Ｂ） 24,664,945

翌年度へ繰り越すべき財源（Ｃ） 6,103

実質収支（Ａ-Ｂ-Ｃ） 1,025,501

実質収支×1/2 512,751

基金積立額

財政調整基金積立額 866,306

減債基金積立額 5

特定目的基金積立額 38,716

基金積立額合計 905,027   
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（２）連結負債残高を維持 

連結ベースでの負債残高について前年度数値を上回らないように努めます。 

連結ベースとは、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）

における将来負担比率の対象となる一般会計、特別会計、一部事務組合・広域連合及び

地方公社・第三セクター等とします。また負債残高についても基本的な考え方は将来負

担比率を算出する際の「将来負担額」としますが、特別会計における市債残高はそのま

ま加えるものとします。 

 

【平成 26 年度の取組状況】 

元金償還額以内の市債発行に加え、一般会計の市債発行額が前年度実績を下回った結

果、連結負債残高は 297 億 899 万４千円となり、前年度比で７億 6,355 万８千円、2.5％

減少しました。 

 

 

将来負担比率における将来負担額を用いるもの （単位：千円）

平成25年度 平成26年度

地方債現在高（一般会計市債残高） 21,068,370 20,719,077

債務負担行為に基づく支出予定額 277,140 204,410
⇒

組合負担等見込額 102,298 85,467
⇒

退職手当負担見込額 4,828,310 4,724,008
⇒

設立法人の負債額等負担見込額 0 0
⇒

連結実質赤字額 0 0
⇒ 一般会計及び特別会計の実質収支額

組合連結実質赤字額負担見込額 0 0
⇒

独自基準として負債額として用いるもの

公共下水道特別会計市債残高 4,036,020 3,938,083

駐車場事業特別会計市債残高 80,414 37,949

国民健康保険特別会計市債残高 80,000 0

連結負債合計 30,472,552 29,708,994

債務負担行為として予算に定めている支出額のうち、地方財政法第５条各号に
規定する経費で、当該年度以降の支出予定額

一部事務組合が起こした地方債の元金償還に充てるため、一般会計等におい
て負担が必要と認められる額

自己の都合により全職員が退職するものと仮定した場合に支給すべき退職手当
の額のうち、一般会計等が実質的に負担することが見込まれる額

設立法人の借入金残高等の負債のうち、一般会計等が実質的に負担すること
が見込まれる額

一部事務組合の「連結実質赤字額に相当する額」に対して、一般会計等が実
質的に負担することが見込まれる額
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（３）市債発行額（事業債・臨時財政対策債）の基準 

【事業債発行額の基準】 

計画期間内（平成 28 年度～平成 30 年度）における事業債の発行額は、当該年度の事

業債元金償還額以内に努めます。事業債としてのプライマリーバランスを保つことで、

事業債残高の減少に努め、公債費負担の軽減を図ります。 

 

【臨時財政対策債発行額の基準】 

臨時財政対策債は普通交付税を補完する一般財源であることから、発行額の基準は設

けませんが、抑制に努めます。 

 

【市債発行額の基準】 

各年度における市債の発行額は、当該年度の市債元金償還額以内に努めます。事業債

と臨時財政対策債のバランスを考慮し、市債全体としてのプライマリーバランスを保つ

ことで、市債残高の減少に努め、公債費負担の軽減を図ります。 

 

 

 

※ 平成 28 年度以降の元金償還額は、18 億円を下回り、平成 29 年度以降は事業債の

元金償還額が８億円を下回る見込みです。市債全体でのプライマリーバランスは必

要ですが、公共施設等の整備も必要なことから、平成 30 年度以降については、臨時

財政対策債の状況と普通建設事業費の見込みを踏まえ、財政規律（基準）の見直し

を検討することとします。 

 

【平成 26 年度の取組状況】 

平成 26 年度の事業債発行額は６億 5,660 万円となり、発行額基準である 10 億円以内と

することができました。臨時財政対策債発行額は発行可能額から約２億 6,500 万円減額し

て発行し、抑制に努めています。市債発行額合計では 17 億 5,660 万円のため、市債元金

償還額合計 21億 589 万３千円以内の発行額となっています。 

 （単位：千円）

区分 財政規律（基準）

発行額 656,600

元金償還額 1,220,365

発行額 1,100,000

発行可能額 1,365,023

発行額 1,756,600

元金償還額 2,105,893

平成26年度の結果

臨時財政対策債
発行額

事業債発行額

市債発行額

10億円以内

発行抑制

市債元金償還額以内

（単位：百万円）

28年度 29年度 30年度

1,750 1,755 1,736

うち事業債元金償還見込み額 826 774 712

市債元金償還見込み額
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４ 基金の考え方（残高目標額等） 

各基金は条例により設置しています。それぞれの基金の役割を踏まえ、基金ごとの考え方

は、次のとおりとします。 

 

（１）財政調整基金 

年度間の財源不足を調整する財政調整基金の平成 26 年度末残高は、11 億 3,390 万７千円

で、市民一人あたりでは約１万４千円と多摩 26市比較で 23 位という状況です。多摩 26 市の

平均は市民一人あたり約２万５千円であり、狛江市の人口で換算すると約 20 億円になります。

各市の状況も踏まえ、標準財政規模の 10％（平成 27 年度では約 15 億円）を目標として、積

み立てに努めます。 

 

（２）減債基金 

市債の償還財源を確保し、将来にわたる市財政の健全な運営に資するための減債基金の平

成 26 年度末残高は、46 万９千円です。公債費のピークはすでに過ぎ、今後は減少傾向が予

測されることから、新たな積み立ては行わず、現状を維持するものとします。（減債基金の運

用益は減債基金に積み立てます。） 

 

（３）公共施設整備基金 

公用又は公共用に供する施設の整備（増改築を含む。）に係る資金に充てるための公共施設

整備基金の平成 26 年度末残高は、79 万２千円です。公共施設の建替え財源の多くを市債に

頼ると、後年度の公債費負担の増大につながります。市債に頼る額を少なくするため一定額

を積み立て、各年度の財政状況に応じ、効果的に活用します。毎年度、行政コスト計算書（普

通会計）の減価償却費の 10％程度（公共施設修繕基金積立金との合算）の積み立てに努めま

す。 

 

（４）公共施設修繕基金 

公用又は公共用に供する施設の修繕に係る資金に充てるための公共施設修繕基金の平成 26

年度末残高は、51万７千円です。大規模改修に向けて一定額を積み立て、各年度の財政状況

に応じ、効果的に活用します。毎年度、行政コスト計算書（普通会計）の減価償却費の 10％

程度（公共施設整備基金積立金との合算）の積み立てに努めます。 
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（５）清掃施設整備基金 

清掃施設の建設及び修繕に係る資金に充てるための清掃施設整備基金の平成 26 年度末残

高は、４億 5,293 万１千円です。多摩川衛生組合の炉は平成６年７月に着工し、平成 10年３

月に竣工しています。その当時（平成６年度～平成 10 年度）の建設費負担金は約９億円かか

り、総額で約 285 億円の地方債を発行したため、毎年度４億円以上の公債費負担金がかかっ

ていました。いずれ訪れる炉の更新に備え、20億円を目標に積み立てに努めます。 

 

（６）緑化基金 

みどりの保護、育成及び緑地確保等の緑化事業の推進を図るための緑化基金の平成 26 年度

末残高は、4,643 万４千円です。これまでと同様に緑のまちづくり協力金を積み立て、緑地

確保等の財源として活用します。 

 

（７）土地開発基金 

公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益のために取得する必要のある土地をあら

かじめ取得することにより、事業の円滑な執行を図るための土地開発基金の平成 26年度末残

高は 30 万円です。土地開発基金による土地の取得は 10 年以上行っていないことから、当面

は基金として存続するものの、新たな積み立ては行わないものとします。 

【注釈】 

公共施設の整備や大規模修繕の実施は、規模の大小はありますが、毎年度、実施して

います。その財源の一部は一般財源を活用しています。 

減価償却費の 10％程度の積み立てには、当該年度の大規模修繕等に活用した一般財源

も含めて考えるものとします。 

【参考】平成 25 年度決算 

減価償却費   1,327,368 千円 

10％程度     132,000 千円 

平成 26 年度の結果 

公共施設整備基金積立額     51 千円 

公共施設修繕基金積立額       33 千円 

普通建設事業費一般財源 1,054,082 千円 

合計 1,054,166 千円 
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５ 財政指標目標値（平成 30 年度決算）と進捗状況 

（１）経常収支比率（発行可能額を算入した場合） 

 

経常収支比率 90.0％以下、順位としては多摩 26 市中 10位以内を目標とします。 

 

財政構造の弾力性を示す指標である経常収支比率には、分母である歳入経常一般財源

等に減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を加えた場合と加えない場合の２通りの算

出方法があります。臨時財政対策債については、自治体ごとに発行可能額が決められま

すが、発行可能額以内であれば、財政状況に応じて発行額を独自に決めることができま

す。ここでは臨時財政対策債については、発行可能額を全額借り入れたものと仮定し、

これを分母に加えた数値での目標を設定しています。 

   平成 26 年度の経常収支比率は、目標値を達成しましたが、今後、経常経費が増加する

見込みのため、引続き 90.0％以下、多摩 26 市中順位 10 位以内を維持することを目標と

します。 

 

【平成 26 年度の進捗状況】 

経常経費充当一般財源は、公債費、人件費等の減などはありますが、小学校給食調理

の委託化や予防接種の定期化等の物件費の増などにより全体では２億 5,082 万円増加

しました。臨時財政対策債の発行可能額を加えた経常一般財源総額は、市税や地方消費

税交付金の増収などにより８億 753 万６千円増加したため、分母の増加が分子の増加を

上回り、経常収支比率は 1.8 ポイント改善しました。 

（単位：％）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

経常収支比率 91.3 89.5 90.0以下 90.0以下 90.0以下 90.0以下

経常収支比率順位 14位 9位 10位以内 10位以内 10位以内 10位以内

指標名
目標値

 
 

【計算式】 

100経常収支比率 ＝
経常一般財源総額　+　減収補てん債特例分　+　臨時財政対策債（発行可能額）

経常経費充当一般財源
×

 

 

 

【参考】26 年度決算の経常収支比率 

 経常一般財源等に臨時財政対策債等の借入額を加えた経常収支比率 91.0％ 

   経常一般財源等に臨時財政対策債等を加えない経常収支比率    98.2％  
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（２）実質公債費比率 

公債費相当額に係る一般財源等の、標準財政規模に対する割合である実質公債費比率

については、公債費の抑制を図り、30 年度の数値として 3.3％以下を目標とします。 

 
【平成 26 年度の進捗状況】 

（単位：％）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

実質公債費比率 5.3 4.6 5.0以下 4.8以下 4.6以下 3.3以下

目標値
指標名

 

 

平成５年度に借り入れた事業債の償還が終了したこと等により分子が減少したことに加え、

分母である標準財政規模が増加したため、３か年平均で 0.7 ポイント改善し、4.6％となりまし

た。 

【計算式】 

（元利償還金　+　準元利償還金）　

　－（特定財源　+　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模　-　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

実質公債費比率
（3か年平均）

＝

 
 

（単位：千円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度

元利償還金 2,491,167 2,494,904 2,316,815

準元利償還金

ア
309,976 281,031 271,181

イ 0 0 0

ウ 85,019 82,221 77,734

エ 0 0 0

標準財政規模 14,243,509 14,472,773 14,627,953

特定財源 770,326 815,942 777,420

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 1,412,925 1,379,649 1,455,252

( 2,886,162 ) － （ 2,183,251 ）
14,243,509 － 1,412,925

( 2,858,156 ) － （ 2,195,591 ）
14,472,773 － 1,379,649

3か年平均

( 2,665,730 ) － （ 2,232,672 ）
14,627,953 － 1,455,252

平成24年度 ＝ ＝ 5.47840

平成25年度 ＝ ＝ 5.06040

平成26年度 ＝ ＝ 3.28754 4.6

一般会計の元利償還金

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てた
と認められる繰入金（下水道会計への繰出）

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金
又は負担金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

一時借入金の利子
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（３）将来負担比率 

市債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額など、一般会計等において見込まれる将来

の負担の標準財政規模に対する割合である将来負担比率は、公債費の抑制などにより、負債

総額の減少を目指しますが、算定上、充当可能財源の状況にも影響されることから、数値と

しては現状以下を目標とします。 

 

【平成 26 年度の進捗状況】 

（単位：％）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

将来負担比率 48.1 43.7 59.1以下 54.6以下 48.1以下 43.7以下

指標名
目標値

 

 

分子である一般会計の市債残高の減少したことに加え、分母である標準財政規模が増

加したことから将来負担比率は 4.4 ポイント改善し、43.7％になりました。 

【計算式】 

標準財政規模　-　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

将来負担額　-　（充当可能基金額　+　充当可能特定歳入　+

将来負担比率 ＝

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

 
 （単位：千円）

将来負担額 平成25年度 平成26年度

地方債の現在高 21,068,370 20,719,077

債務負担行為に基づく支出予定額 277,140 204,410

公営企業債等繰入見込額 3,487,121 3,359,184

組合負担等見込額 102,298 85,467

退職手当負担見込額 4,828,310 4,724,008

設立法人の負債額等負担見込額 0 0

連結実質赤字額 0 0

組合連結実質赤字額負担見込額 0 0

充当可能財源等

充当可能基金 2,220,890 1,882,588

充当可能特定歳入 5,084,491 4,787,075

基準財政需要額算入見込額 16,149,691 16,665,241

標準財政規模 14,472,773 14,627,953

1,379,649 1,455,252

29,092,146 － （ 23,334,904 ）

14,627,953 - （ 1,455,252 ）
将来負担比率 ＝ 43.7＝

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額
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（４）財政調整基金残高 

年度間の財源の不均衡を調整するための基金である財政調整基金については、平成 30 年度

末までに標準財政規模の 10％である 15 億円とすることを目標とします。 

 

【平成 26 年度の進捗状況】 

（単位：千円）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

財政調整基金残高 1,110,248 1,133,907 1,200,000 1,300,000 1,400,000 1,500,000

指標名
目標値

 

平成 26 年度は８億 6,630 万６千円を積み立てたものの、８億 4,264 万７千円を取り崩

したため、平成 26年度末残高は前年度比 2,365 万９千円の増となる 11億 3,390 万７千円

となりました。 
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６ 中期財政見通し（平成 28 度～平成 30 年度） 

（１）基本的な考え方 

財政見通しの推計方法については、平成 27 年度一般会計当初予算をベースとして、平成

28 年度から平成 30 年度までの計画期間における歳入と歳出を見込んでいます。 

 

（２）推計条件 

 項目 推計条件 

歳

入 

市税 景気回復等による所得の伸びと納税義務者数の増減を反映する。

譲与税・ 

交付金 

景気回復等による伸びを反映する。地方消費税交付金は、平成 29

年４月からの消費税率 10％への引上げを反映する。 

地方交付税 平成27年度の算定結果を踏まえ、各年度の財源不足額から見込む。

国・都支出金 事業費の増減を反映する。 

繰入金 実行プランなどの実施に合わせた基金繰入金を見込む。 

市債 事業債は、事業費から発行額を見込む。臨時財政対策債は一般財

源の補てん措置として平成28年度以降も継続されるものとして見

込む。 

その他 今後予定されている事業経費などから補助収入などを見込む。 

歳

出 

人件費 各年度の定年退職者数をもとに退職手当組合負担金と新陳代謝に

よる増減を見込む。給与改定は見込まない。 

扶助費 高齢化人口やこれまでの決算額の推移に児童福祉費、障がいサー

ビス費等の増を見込む。 

公債費 既発債の償還計画に基づく元利償還金に、今後の市債発行額分を

加算して見込む。 

積立金 決算剰余金、市有地売払収入及びまちづくり協力金を財源とした

平成 27 年度の積立額のみを見込む。 

繰出金 後期高齢者医療特別会計繰出金は、高齢者人口の伸びを反映する。

介護保険特別会計繰出金は、介護保険事業計画等から推計する。

投資的経費 実行プランなどによる事業費から見込む。 

その他 今後予定されている事業経費などから見込む。 
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（３）財政見通し 

一般会計歳入・歳出の財政見通し（平成 28 年度～平成 30年度） 

（単位：百万円）

26年度決算
27年度

当初予算
28年度 29年度 30年度

27,018 26,173 26,110 25,998 25,652

11,815 11,628 11,804 11,911 11,905

1,464 2,111 2,111 2,262 2,683

1,749 1,235 1,420 1,310 1,070

3,351 3,794 3,814 3,729 3,696

3,399 3,934 3,791 3,857 3,595

1,234 450 355 290 280

1,757 1,791 1,557 1,457 1,215

657 991 737 757 685

1,100 800 820 700 530

2,249 1,230 1,258 1,182 1,208

26,041 26,173 26,110 26,147 25,943

4,515 4,685 4,636 4,582 4,611

5,973 6,047 6,286 6,666 6,890

2,373 2,218 1,979 1,985 1,967

2,747 2,948 2,943 2,918 2,902

905 5 0 0 0

3,115 3,114 3,273 3,337 3,412

2,755 2,881 2,671 2,350 1,888

3,658 4,275 4,322 4,309 4,273

977 0 0 △149 △291

歳 入

市 税

譲 与 税 ・ 交 付 金

地 方 交 付 税

補 助 費 等

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

繰 入 金

市 債

事 業 債

臨 時 財 政 対 策 債

そ の 他

歳 出

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

積 立 金

繰 出 金

投 資 的 経 費

そ の 他

歳 入 歳 出 差 引
 

※平成 26年度決算は、普通会計決算 

平成 28 年度から平成 30 年度までの３年間で累計４億 4,000 万円の収支不足が見込まれま

す。この収支不足を解消するためには、行財政改革の取組や財政調整基金の活用が必要です。 
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（４）基金の推移 

（単位：百万円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

積立額 866 1,011 0 0 0

取崩額 843 450 255 0 0

残　高 1,134 1,694 1,439 1,439 1,439

積立額 0 0 0 0 0

取崩額 19 0 0 0 0

残　高 0 0 0 0 0

積立額 0 200 0 0 0

取崩額 187 0 100 0 100

残　高 1 201 101 101 1

積立額 0 400 0 0 0

取崩額 149 0 0 250 150

残　高 1 401 401 151 1

積立額 10 45 0 0 0

取崩額 0 0 0 0 0

残　高 453 498 498 498 498

積立額 28 118 0 0 0

取崩額 0 0 0 40 30

残　高 46 165 165 125 95

積立額 0 0 0 0 0

取崩額 0 0 0 0 0

残　高 0 0 0 0 0

積立額 904 1,774 0 0 0

取崩額 1,198 450 355 290 280

残　高 1,635 2,959 2,604 2,314 2,034

※基金残高は各年度末現在

緑化基金

土地開発基金

合計

区分

財政調整基金

減債基金

公共施設整備基金

公共施設修繕基金

清掃施設整備基金

 

 

平成 27 年度の基金の積み立てについては、前年度決算剰余金、市有地売払収入及びまちづ

くり協力金を財源として、財政調整基金、公共施設整備基金及び公共施設修繕基金等に積み

立てることを見込んでいます。基金の取り崩しについては、実行プランや公共施設整備計画

による施設整備への活用や平成 28 年度には特別養護老人ホーム建設補助の財源として財政

調整基金の活用を見込んでいます。 

基金への取崩額については、平成 28 年度以降の財政見通しを反映させたものですが、積立

額については、基金の考え方に基づき、決算剰余金など基金の積み立てに努めます。 
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